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子ども・子育て支援新制度を 

円滑にスタートさせるための財源確保を求める緊急アピール 

 

 待機児童解消や就学前教育、地域子育て支援の充実に向けて、市町村子ども・

子育て支援事業計画が出来ようというこの時期に、消費税引き上げ延期の決定

がくだされ、このままでは、子育ての現場に不安と混乱が生じ、子どもと親が

路頭に迷うことにもなりかねません。 

 子どもたちの命を預かる就学前教育・保育、妊娠期からの切れ目ない支援で

人生のスタート期を支える地域子育て支援事業、貧困や家庭環境に恵まれない

子どもたちを育む社会的養護の、どれもが量の拡充と質の向上を必要としてい

ます。それらに必要な財源が消費税引き上げにより確保されるはずでした。 

 特に、子どもの養育環境の変化により、困難な状況にある子どもの養育や、

地域ぐるみで子どもを育む地域づくりに携わる人材の養成・確保、就学前教育・

保育従事者の処遇改善など、子ども・子育ての現場の人材不足は深刻で、量の

拡充だけでは早晩行き詰まります。 

 政治の判断で消費税引き上げを見送るのであれば、関係者（自治体、事業者、

利用者）に不安と混乱が生じることのないよう、政治の責任において、まずは

平成 27年度予算編成で子ども・子育て支援の量と質の拡充に必要な予算を確保

してください。さらに、今後、将来にわたり必要となる恒久財源確保について、

次世代に負担を先送りしないよう道筋をつけていただきたいと、切に訴えます。 
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